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はじめに

阪神・淡路大震災を契機に、ボランティア活動や

NPO活動がこれからの社会には無くてはならないも

のだということを私たちは学びました。行政におい

てもこれらの活動の重要性が理解され、国のみなら

ず、地方自治体においても様々な支援策が検討され

るようになっています。このことは大変歓迎すべき

ことであり、行政がこれからのボランティア活動、

NPO活動の発展のうえで重要な役割を果たすことへ

大きな期待も寄せられています。

しかし、わが国においては、ボランティアやNPO

そのものについても、また、行政がこれらの活動の

支援において果たすべき役割についても、共通した

考え方や社会的な合意が必ずしもあるわけではあり

ません。そのため、ボランティアやNPOの活動の社

会的な役割やその特性、行政とこれらの活動との関

係、行政がこれらの活動を支援する際の役割や基本

的な考え方等といった点についての開かれた議論に

よる合意づくりが必要であるといえます。こうした

ことが不充分なままに行政が支援を行っても、せっ

かくの支援策がボランティアや市民の支援ニーズや

活動の実態にそぐわないものになったり、本来の意

に反して行政が市民の活動に過度に関与する結果を

招くおそれもあります。

この提言は、行政とボランティア、NPOとのより

よいパートナーシップがつくられるよう、ボランテ

ィア活動を推進・実施する民間の立場からまとめた

ものです。行政とボランティア、NPOとの新しいパ

ートナーシップづくりのための様々な試みが各地域

で積み重ねられ、ともに努力していくため、本提言

　

が一助となることを願っています。

1．協働・支援における考え方

（1）行政とボランティア、NPOはそれぞれが独自の役

割を持った対等なパートナーだという認識が必要

である－「対等性」

行政は「公平性」を重視し、社会の基礎的・普遍

的なニーズに対応するという役割があるのに対して、

ボランティア、NPOの活動は「個別性」を重視し、

行政とは異なる視点から行政では対応しにくい多様

な問題への柔軟な対応を行ったり、さらに新たな行

政課題をも発見するという役割がある。

従って、行政とボランティア、NPOはそれぞれが

独自の役割を持ち、相互に補いあう対等なパートナ

ーだという認識をもち、行政はこれらの活動の価値、

自発性を最大限に尊重しながら連携・協働し、支援

していくことが求められる。

（2）ボランティア、NPOの活動はそれぞれの独自の目

的・理念にもとづく幅広く、多元的なものである

ことを理解し、長期的な視野から種々の活動を支

援することが必要である。「多様性の受容と長期

的な視点」

ボランティア、NPOの活動は人々の多様な欲求に

対応したものだけに多元性、多様性を持ち、一人一

人の生活に欠かせないサービス・活動を提供できる。

行政は、この多様性をまず理解し、最大限尊重する

ことが必要であり、短期的な政策実現や効果だけを

求めるのではなく、長期的な視野にたって種々の活



動を支援していくことが大切である。

（3）行政はボランティア活動、NPO活動に対しては基

盤整備・環境整備や仲介・支援型NPOを通じた間

接的な支援を行う必要がある－「間接的支援」

行政が協働・支援を行う際には、ボランティアや

NPOと行政との特性や行動原理の違いを充分理解し、

行政の原則をいたずらに適用することが無いよう留

意が必要である。

特に、行政の支援には、一定の基準にもとづき、

ある程度の活動実績を要件としたり、税金の使途や

効果についての監査が必要なために、柔軟な支援を

行うには限界があることも多い。また、行政が直接

支援の窓口を設ける等の支援は、かえって活動の自

由度、自発性を損ねる結果につながることも懸念さ

れる。従って行政による支援は基盤整備・環境整備

等を中心に展開するとともに、仲介・支援型NPO（ボ

ランティア活動、NPO活動を推進・支援する民間の

非営利団体）を通じた間接的な支援を行うことが有

効である。

（4）市民やボランティア、NPOとの対話、合意づくり

のプロセスを大切にしながら、行政としての支援

の理念や方針を指針等により明確にする必要があ

る－「『対等性』『多様性の受容と長期的視点』『間

接支援』を実現するための市民との協働による指

針づくり」

行政がボランティアやNPOとどのように協働し、

また、どのような考え方で支援を行うのかというこ

とについては、必ずしも社会的に合意された考え方

はなく、行政でも部署、担当者レベルによってその

考え方は異なっている。

そのため、市民、ボランティア、NPO、有識者等

の参画を得た検討委員会等を設け、行政としての支

援の理念・目的、行政の基本的な役割と協働のあり

方等に関する指針等を策定し、公開する必要がある。

また、指針等の検討に際しては拙速を避け、対話と

合意づくりのプロセスを重視するとともに、地域の

実態や特性を充分に反映したものとすることが望ま

れる。

2．行政としての支援体制や運用のあり
方

（1）支援策の現状や決定の過程に関する情報の公開－

「情報公開」

支援策は多様な活動に対して公平に開かれ、誰も

が支援を得る可能性や機会が開かれていることが大

切である。そのため、支援施策についての情報提供、

公募制の導入等、また、行政のボランティア活動支

援策の内容やその効果等についての情報の開示の仕

組みを設け、市民やボランティア等からの評価やモ

ニターを受け、地域のニーズや社会の変化に対応す

るよう必要な見直しが行われることが大切である。

同時に、ボランティアやNPOの活動がより効果的

になるよう、また、新たな課題に対応するためにも、

ボランティア、NPOと行政との定期的な情報交換の

場を設けることが望ましい。

（2）行政の手続き・規制等の簡素化・柔軟な運用－「柔

軟な制度運用」

例えば、市民の活動に使用できるような公共施設

は多々あるが、それぞれ使用目的、対象等が定めら

れており、必ずしも柔軟に利用できるものとなって

いない場合が多い。これらの運用を柔軟にする必要

がある。

また、行政からの助成金、補助金等はその性質上、

申請、報告等の手続き、厳格な使途の指定、単年度

の精算等が一般に求められる。しかし、これらのこ

とが形式化することによって柔軟性を欠いた支援と

なりがちである。要綱等の簡略化、手続きの簡素化、

公共的基金等により助成を行う等、できるだけ柔軟

な運用ができるような改善を求めたい。

なお、補助金が支出されている場合に、一部では

補助事業以外の活動についても行政が指導をするこ

とが見られるが、指導をする部分は補助事業の部分

のみとし、なおかつ、その根拠となる要綱そのもの

もできるだけ簡素化する必要がある。



（3）行政各部署等のボランティア・NPOに対する窓口

や担当の明確化。行政各セクション間の調整機能

の設置－「活動の多様性に対応しうる行政内部の

調整機能の設置」

ボランティアやNPOに対する行政側の窓口や担当

者が必ずしも明確でないために、安定的な関係を形

成していくことが困難である点がよく指摘されてい

る。

まず、ボランティアやNPOの活動に関連する行政

の各部署において、窓口となる担当者が必要である。

それにより、それぞれの分野の特性や相互の理解に

もとづきボランティアやNPOとの連携、支援が可能

となるような体制がつくられる。それとともに、既

存の行政の所管には対応しない活動、複数の分野に

またがる複合的な活動にも対応できるようなコーデ

ィネートが可能な仕組みも必要である。

また、個々の部署の施策に共通する方針が行政庁

内で共有され、部署間の必要な調整・協力が行われ

るよう、庁内の調整機能を明確にする必要がある。

なお、その際に大切なのはあくまで調整機能であり、

ボランティアやNPOの活動を統合化・一元化するも

のではないことはいうまでもない。

（4）第三者委員会等による行政の支援策の決定、運用、

評価－「施策の決定・運用過程への市民参加・協

働の仕組みづくり」

支援策の決定・運用・評価は・行政だけで行うの

ではなく、第三者委員会（市民・ボランティア、NPO

の代表者やそのネットワーク、有識者で構成する。

構成員の選出、協議の過程の公開、意見の申立て等、

透明性の確保や活性化を図るための工夫等が必要で

ある）を設け、幅広い視野から行われることが望ま

しい。

また、長期的・継続的にボランティアやNPOの活

動を把握し、実態に応じた柔軟な育成・支援、評価

を行ううえで、そのような知識・経験をもつ専門職

員が配置されている仲介・支援型のNPOとの連携は

欠くことができない。

（5）行政職員自身が行うボランティア活動の支援、研

修の実施による日常的な学習等の推進－「行政職

員のボランティア活動への参加」

有効な支援策が展開されるためには、行政職員自

身がボランティア、NPOの活動を体験することも考

えられてよい。それによって、行政職員のボランテ

ィア活動等の参加の支援、体系的なボランティア、

NPO活動に関する研修等が行われ、日常的な理解・

学習が促される。

ボランティア、NPO等の活動への学習機会等を充

実させることは、社会の新しい変化や生活課題を敏

感にとらえ、幅広い、柔軟な視点で施策が展開でき

る行政職員を養成するうえでも大変有効である。

3．具体的な支援策

（1）広報・啓発活動、情報提供システムづくり、ボラ

ンティア等の学校教育への位置づけ等の支援－「環

境整備」

ボランティアやNPOはその活動の価値・意義が広

く社会に認められ、評価され、多くの人々の参加や

支援の輪が広がっていくことを望んでいる。行政と

しても、行政の広報紙やイベント等において積極的

にこうした活動をとりあげ、市民が日常的に意識啓

発の機会が得られるよう支援してほしい。

また、市民がボランティア活動、NPO活動に関す

る情報が簡単に入手できるよう、情報の提供、交流、

共有の仕組みづくりについても支援策を検討するこ

とを望みたい。

それとともに、幼いころからボランティア活動、

NPO活動への理解・関心を育むよう、福祉教育、社

会貢献教育、国際理解教育等を学校教育のカリキュ

ラムに位置づけるとともに、家庭や地域における取

組も広めていくことが必要である。

（2）活動拠点の整備、仲介型NPOへの支援、地域福祉

基金等の公共的基金の拡充等、活動発展の基盤に

対する重点的な支援－「基盤整備」

市民やボランティアが自由に活動に利用できる場

所、空き教室等の開放、会館等の整備、及び、社会

福祉施設、病院、公民館、博物館等の公共的サービ

スを行う機関における活動の場づくり等、活動の拠

点、場の整備が必要である。

また、相談、学習・研修、活動支援、ネットワー

クづくり、行政や企業・財団等との伸介等を行うボ
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ランティアセンター等の仲介・支援型NPOの活動は

今後の活動発展の基盤であると認識し、これに対す

る重点的な支援が重要である点に理解を求めたい。

また、柔軟で活動ニーズに合わせた財政的支援が

行えるよう、地域福祉基金等公共的基金を拡充する

とともに、助成を公募制とする、審査・評価に市民、

ボランティア、有識者等を加える等の運用の改善を

図ることが望まれる。

（3）管理運営経費に対する支援、人材育成・確保等に

対する支援－「人材確保・育成」

ボランティアやNPOの活動に対する認知は広まっ

たものの、これらの活動の推進・実施を行うために

コーディネーター等の専門スタッフが必要であり、

また、団体の事務所の維持・管理、運営に相当の費

用がかかる、という点への理解はうすい。未だにボ

ランティアだからお金はかからないというイメージ

が依然として根強く、市民からの寄付や助成財団等

からの助成にしても、管理運営費、人件費への充当

に対する理解が得られないことも多い。そこで、行

政にはこうした経費を積極的に認知し、支援するこ

とを望みたい。

それに加え、行政の行う研修プログラムの開放、

行政の専門職との交流等によって、ボランティア団

体やNPOの専門スタッフやボランティアの資質の向

上が図られることは大切であり、こうした研修機会

等を積極的に設けることも期待したい。

（4）NPOに相応しい法人制度の創設、税制優遇措置等
積極的に進める－「法制度の整備」

多元・多様な活動理念・広がりを持つボランティ

ア団体、NPOが簡易に、明確な基準・手続きによっ

て法人格が取得できるよう、NPOに相応しい法人制

度やNPOが寄附金控除団体として取り扱われる等の

税制優遇の改善を積極的に検討していく必要がある。

これらの制度は、ボランティア活動、NPO活動が

社会に認知され、発展していくための基礎的条件と

して重要であり、関係者のさらなる精力的な検討、

努力を強く期待したい。

また、ボランティア活動、NPO活動への支援や社

会貢献活動を行う企業に対する税制上の優遇措置の

拡大等の制度改善も必要である。

おわりに～ボランティア、NPO、市民の課題

ボランティア活動やNPOの活動は、本来、市民自

身のものです。行政に対して理解や支援を求めるこ

とと同時に、私たちは何よりもまず、ボランティア

やNPOの活動が人々の生活に身近な、大切なものと

して本当に認められているのか、自分たち自身のも

のとして活動が支えられているのかを見つめ直す必

要があります。また、多くの解決すべき社会的な諸

課題に照らして私たちボランティアやNPOの力を振

り返った時、率直に、未だ力不足であることも認め

ざるを得ません。

そのためには、自ら次の課題に取り組んでいくこ

とが必要です。

（1）支援とはあくまでもボランティア、NPOが主体的、

自律的に活動を展開していく力を養うためのもの

であることを確認したいと思います。ボランティ

ア、NPOとは自らの活動理念や目的にたって、主

体的、開拓的に活動を行い、また、活動にともな

う責任はあくまで自らが負うというものです。行

政からの支援によってかえって行政への依存を高

めたり、自らの活動理念やアイデンティティを失

うようなことがあるとすれば、ボランティアやNPO

に期待される本来の役割や存在価値を損なうこと

につながります。

（2）活動・事業、運営の状況については市民に明らか

にし、市民とともにたえず活動を評価し、見直し

ていくことが、自らの力量や信頼を高め、結果的

には様々な支援を得ることにもつながっていくこ

とになります。

(3)具体的な活動展開の中で、広報活動や啓発プログ

ラムの展開、楽しく、魅力的な活動の場、プログ

ラムづくり等を行い、より多くの人に自分たちの

活動の意味や魅力を伝えられるような取り組みを

地道に重ねていくことが必要になります。スタッ

フやボランティアの研修・学習、専門的な知識や

技術を持つ人々の参画の拡大等の人材育成を強化、

長期的な構想力、提言能力を形成していくことも

大切です。

 (4)民間の助成団体、企業や労働組合、市民とのパー

トナーシップの望ましいあり方を検討することも

重要な課題です。これについては今後さらに関係



者の方々との対話を重ねることが必要です。

以上を実現するためにも、ボランティア、NPO間

でのネットワークの形成、情報の交換・共有化など

が大切です。それぞれの独自の理念や目的を原点と

しつつも、ゆるやかに連携し、共同の活動や提案等

を行っていくことが大きな力となっていきます。

これからの日本社会の中で、ボランティアやNPO

が行政、企業と並ぶ市民による第三の領域の担い手

として大きな役割を発揮していけるかどうかは、こ

れらの活動が真に市民からの信頼を得て、市民によ

って支えられていくかにかかっています。そして、

それは結局、ボランティア、NPO、そして一人一人

の市民にかせられた課題であるといえます。

「広がれボランティアの輪」連絡会議構成団体

○会長代行‥・阿部　志郎（横須賀基督教社会館館長／

中央社会福祉審議会・地域福祉専門分

科会）

○構成団体（50音順）

【ボランティア活動推進・実施団体】

NGO活動推進センター

おもちゃの図書館全国連絡会

勤労者リフレッシュ振興財団・勤労者ボラン

ティアセンター

さわやか福祉財団

住民参加型在宅福祉サービス団体全国連絡会

全国子ども会連合会

全国社会福祉協議会

全国母親クラブ連絡協議会

全国VYS連絡協議会

全国防犯協会連合会

全国老人クラブ連合会

中央共同募金会

長寿社会文化協会

日本いのちの電話連盟

日本青年奉仕協会

日本赤十字社

日本病院ボランティア協会

【都道府県レベルのボランティア活動推進団体】

大阪ボランティア協会

東京ボランティア・センター

【ボランティア活動受入れ施設・団体】

　

全国国民健康保険診療施設協議会

全国身体障害者施設協議会

全国保育協議会

全国老人福祉施設協議会

全国養護施設協議会

【経済・商工関係】

経済同友会

日本経営者団体連盟

日本商工会議所

【農業協同組合関係】

全国農業協同組合中央会

【生活協同組合関係】

日本生活協同組合連合会

【労働組合関係】

日本労働組合総連合会

労働者福祉中央協議会

【マスコミ関係社会事業団】

朝日新聞東京厚生文化事業団

NHK厚生文化事業団

毎日新聞東京社会事業団

読売光と愛の事業団

【教育関係・青少年団体関係】

国際婦人教育振興会

修養団

全国高等学校PTA連合会

全国国立大学附属学校PTA連合会

全国地域婦人団体連絡協議会

日本社会事業学校連盟

日本青少年育成協会

日本博物館協会

日本PTA全国協議会

日本BBS連盟

日本YMCA同盟

日本友愛青年協会友愛青年連盟

ハーモニイセンター

モラロジー研究所

事務局：（〒）100東京都千代田区霞が関3－3－2

　

全国社会福祉協議会・全国ボランティア活動振興セ

ンター内


